
信託業務
本体業務 （平成27年7月1日現在）

信託契約代理業務

年 金 信 託

土 地 信 託

種　　　類 内　　　容

証 券 信 託
（特金・特金外）

（注）1.信託契約代理業務は当行と代理店契約をしている信託銀行（三菱UFJ信託銀行・三井住友信託銀行）により行います。  2.信託契約代理業務取扱店は40～43頁をご覧ください。

企業や団体が実施する確定給付企業年金及び厚生年金基金制度を運営します。制度設計に関するコンサルテーション
はもとより年金資産の管理・運用、加入者・受給者の管理、年金数理計算、給付金の支払いまで企業年金における総合的
なサービスを提供します。

大口資金運用の目的で金銭の信託を受け、お客さまの運用指図に従って有価証券などに投資する信託です。契約満了
時に金銭でお返しする「特定金銭信託」と現状のままでお返しする「特定金外信託」があります。
※お手元の有価証券との簿価分離ができます。

土地の有効利用などに対する企画、事業計画のプランニングから資金の調達、テナント募集、建物の管理・運営を行い、
その成果を配当として交付します。契約満了時には、土地、建物などを現状のままでお返しします。

（平成27年7月1日現在）

（注）1.相続関連媒介業務は当行がお客さまのニーズに合った商品をご案内のうえ、株式会社朝日信託をご紹介するサービスです。  2.お客さまは株式会社朝日信託とご契約いただくこととなります。

相続関連媒介業務

遺 言 信 託

財産承継プランニング

遺 産 整 理 業 務

種　　　類 内　　　容

遺言に関するご相談、遺言書作成のお手伝い及び保管、遺言の執行を一括してお引き受けします。

相続財産の調査や財産目録の作成、遺産分割協議書に基づく分割手続きの代行等を実施します。

財産承継において起こりうる問題や課題を事前に予測し、スムーズに財産承継が行われるように、その解決策をご提案します。

（平成27年7月1日現在）

確定拠出年金業務

　企業の人事労務体系は、従来の終身雇用制や年功序列型
賃金から雇用の流動化や成果主義型の賃金へと急速に変
化しています。
　こうした実態に適した退職金制度として、確定拠出年金
（企業型）が注目されています。
　当行では、企業ニーズに合致した制度設計、コンサルティ
ング及び投資教育を実施するとともに、従業員の皆さまか
らの投資相談や運用商品の情報提供まで、お客さまの立場
に立ったきめ細かいアフターフォローを実施しております。

確定拠出年金（企業型）

　少子高齢化の進展にともない公的年金制度が改定されていくなか、自助努力による老後の資金形成はますます重要になってきています。
　当行では、個人のお客さまを対象に、より豊かな退職後の生活を迎えるためのお手伝いをするために税制上の優遇措置を最大限に利用し
た「百十四確定拠出年金個人型プラン」のお取扱いをしております。

確定拠出年金（個人型）

確定拠出年金業務におけるサービス内容
項　　　目 サービスの 内容

加 入 者 教 育

運用商品ラインナップ

制度や運用商品の情報提供

制 度 導 入 サ ポ ー ト
（企業型 の み）

退職金制度の見直しや企業型年金規約の作成など、お取引先企業における確定拠出年金の検討段階から制度導
入に至るまでを全面的にサポートします。

各プランにおける運用商品を専門的知見に基づいて選定し、加入者の皆さまにご提示します。
リスク・リターンの異なる投資信託、確定拠出年金専用の定期預金をご提供します。

加入者の皆さまに対して、ライフプランに合った年金資産形成を行っていただけるよう、加入者教育を実施します。
テキストやDVD、インターネットなど、詳細かつ分かりやすい教育ツールをご提供します。

専用のコールセンター・ホームページなどにより、制度概要から運用商品内容に至るまでの総合的な情報を提供
します。
※専用ホームページ「114確定拠出年金ネット」は当行ホームページからアクセスできます。

（平成27年7月1日現在）

国際業務

証券業務

78本（内インターネット専用商品35本）の投資信託をお取扱いしております。投資信託の販売

長期利付国債（固定10年）、中期利付国債（固定2年・固定5年）、個人向け国債（変動10年）、個人向け国債（固定
3年・固定5年）等の新発債をお取扱いしております。既に発行された国債等についても、期間に応じて各種取り
そろえております。

公 共 債 の 販 売

野村證券及び三菱UFJモルガン・スタンレー証券を提携証券会社として、証券口座の開設、外国債券や仕組債
の取扱い等のサービスを提供しております。金融商品仲介業務

内　　　容種　　　類
（平成27年7月1日現在）

※金融商品仲介業務及び投資信託の販売は、坂出市役所、丸亀市役所、観音寺市役所の3出張所でのお取扱いはしておりません。

海外事業展開に伴う資金調達をご検討の際は、外貨建ての貸付がご利用いただけます。

貿易取引をはじめ外国送金に関してのご相談は、市場国際部が承ります。
長年の外為業務の経験より、お客さまのご相談にお応えします。 　（TEL:087-836-2161）

海外送金、日本国内での外貨建送金をお取扱いしております。

外貨貯蓄預金や外貨定期預金等、お客さまのニーズに合った外貨建資産運用商品を本店営業部及
び全支店、並びにゆめタウン高松・フジグラン丸亀の両出張所でお取扱いしております。
（外貨預金は為替変動リスクがあり円ベースで元本割れすることがありますので、最寄りの窓口で
商品内容を十分にご確認ください。）

お客さまのパソコンからインターネットを利用して、外国送金や輸入信用状の開設・条件変更のお申
込みが可能です。

輸入信用状の発行、輸入ユーザンス及び輸出手形の買取・取立等、世界42ヵ国の外国銀行支店と
の直接取引が可能です。

当行ホームページより、36通貨の外貨現金がお申し込みいただけ、ご自宅や勤務先へ配達されま
すので大変便利です。

外 貨 両 替

外 国 送 金

114 Salut Station（外為版）

定期的に同一先へ送金される場合、送金先等をプリントした外国送金依頼書を無料でお作りいたします。仕向送金登録サービス

外 貨 宅 配 サ ー ビ ス

海外ビジネス、特にニーズの多い中国及びアジア地域でのビジネスに関するご相談は「海外支援デ
スク」（市場国際部内）が承り、上海駐在員事務所及びシンガポール駐在員事務所と連携してお応え
します。

海 外 支 援 デ ス ク

貿 易 関 係

外 為 相 談 窓 口

外 貨 預 金

外 貨 貸 付

種　　　類 内　　　容
米ドル、ユーロ、中国人民元、シンガポール・ドル等※外貨の現金両替をお取扱いしております。なお、
香川県では11ヵ店で両替可能です。
※取扱内容（通貨、金種等）は、店舗により異なりますので事前にご確認ください。

（平成27年7月1日現在）

充実したコルレス網でお客さまのニーズにお応えします。

   7行／27店舗
38行／103店舗

…………
…………

・オセアニア
・ヨーロッパ

21行／64店舗
   9行／15店舗

………………
……

・北　米
・アフリカ・中近東

63行／239店舗
   2行／2店舗

…………
…………

・アジア
・南　米

海外コルレス網
（平成26年12月31日現在）

投資信託の主な特徴

一般的に預金よりも高い収益を期待できますが、元本の保証はな
く、元本割れのリスクがあります。

3. 元本割れのリスク

小口の資金をまとめて、専門家が運用します。
1. 専門家が運用

複数の株式や債券などの金融商品に、資金を振り分けて運用し
ます。

2. 資金を分散して運用

114積立投信について

資金は、普通預金より自動引き落としをさせていただきますので、
都度のご来店は不要です。

3. 便利な自動引き落とし

1万円（インターネットバンキングでは5千円）からお申込みいただ
けます。

1. 小口の資金から開始

毎月決まった金額で買付するため、買付のコストを平準化でき
ます。

2. 買付コストの平準化

　自然環境の保護、助成金・奨学金の給付などの公益事業のため
に個人や企業が財産を百十四銀行に信託し、公益活動に役立てる
制度です。公益信託の発足手続きから財産の管理・運用、事務の運
営までのすべてを百十四銀行が責任をもってお引き受けします。
〈受託事例（1件）〉（平成27年3月末日現在）
　名称：公益信託綾田整治記念遺児育英基金
　目的：香川県内に居住する遺児のうち高等学校の生徒に対する奨学金の給付

公益信託
　特定障害者（重度の心身障がい者、中軽度の知的障がい者及び障害等級2級また
は3級の精神障がい者等）の方の経済的負担を軽減し、将来の生活安定と財産管理
を図るために、親族の方など（個人）が金銭などを百十四銀行に信託するものです。
　百十四銀行が信託された財産の管理・運用を行い特定障害者の方に生活費や医
療費として定期的に金銭を交付します。
　この制度を利用した場合のみ特別障害者の方については6,000万円、特別障害者
以外の特定障害者の方については3,000万円を限度に贈与税が非課税となります。

特定贈与信託

・預金
・投資信託
　　　  等

運用商品
提供機関

運用運用指図

委託契約

運用商品の
売買の指示

●制度設計のコンサルティング
●加入者への投資教育
●運用商品のラインナップ
●運用商品の情報提供

百十四銀行
（運営管理機関）

［企業型年金のしくみ］
掛金の拠出

給付金の支払

確定拠出年金
規約の制定

企　業

加入者
（従業員）

資
産
管
理
機
関

業
務
等
の
ご
案
内

業
務
等
の
ご
案
内

3332


